
１．平成15年９月中間期の業績（平成15年４月１日～平成15年９月30日） 

上記の予想は本資料作成の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料
発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては決算短信（連結）添付資料
の連結６ページを参照してください。 

平成平成平成平成16161616年３月期年３月期年３月期年３月期    個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表のののの概概概概要要要要    平成15年11月10日

上場会社名 富山化富山化富山化富山化学学学学工業株式工業株式工業株式工業株式会会会会社社社社    上場取引所 東 大 

コード番号 4518 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.toyama-chemical.co.jp)

代  表  者 役職名 代表執行役社長 氏名 中野 克彦 

問合せ先責任者 役職名 執行役経営企画部長 氏名 水野 淳一 ＴＥＬ （03）5381－3837 

決算取締役会開催日 平成15年11月10日 中間配当制度の有無 有 

    単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株） 

(1)経営成績 （注）百万円未満切捨て

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
15年９月中間期 7,060 ( △45.9) △2,297 (  －) △2,733 (  －) 

14年９月中間期 13,049 (  0.9) △1,082 (  －) △1,510 (  －) 

15年３月期 31,703   2,120   1,263  

  中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭
15年９月中間期 △4,886 (  －) △24 84 

14年９月中間期 △1,121 (  －) △7 18 

15年３月期 △5,143   △29 24 

（注）①期中平均株式数 15年９月中間期 196,695,230株14年９月中間期 156,106,176株15年３月期 175,911,331株
  ②会計処理の方法の変更 無           
  ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
  ④当中間期より売上高のベースが変更になっております。詳細は添付資料の連結５ページを参照してください。 

(2)配当状況  

  １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

  
  

  円 銭 円 銭
15年９月中間期 0 00     ――――――  

14年９月中間期 0 00     ――――――  

15年３月期     ―――――― 0 00  

(3)財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭
15年９月中間期 75,551 32,814 43.4 166 85 

14年９月中間期 95,651 41,424 43.3 210 27 

15年３月期 88,590 37,249 42.0 189 36 

（注）①期末発行済株式数 15年９月中間期 196,673,139株14年９月中間期 197,002,610株15年３月期 196,708,908株
  ②期末自己株式数 15年９月中間期 474,398株 14年９月中間期 144,927株 15年３月期 438,629株

２．平成16年３月期の業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

期末   

    百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭
通 期 20,900   300  300  0 00 0 00 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 1円53銭
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

   
前中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

科目 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   17,206     6,496     8,212    

２．受取手形   1,628     281     1,914    

３．売掛金   12,633     6,202     14,695    

４．有価証券   10,598     16,559     18,448    

５．たな卸資産   8,936     10,837     8,793    

６．その他   2,550     2,664     3,152    

貸倒引当金   △15     △8     △17    

流動資産合計     53,539 56.0   43,032 57.0   55,199 62.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１ 
２                  

(1）建物   8,635     8,210     8,322    

(2）機械及び装置   2,551     2,195     2,272    

(3）土地   12,772     12,772     12,772    

(4）その他の有形固
定資産   1,352     1,002     1,301    

有形固定資産合計   25,312     24,180     24,669    

２．無形固定資産   1,877     1,199     1,581    

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券 ※２ 4,825     4,674     3,187    

(2）繰延税金資産   7,223     －     1,001    

(3）その他   3,198     2,848     3,319    

貸倒引当金   △444     △433     △435    

投資その他の資産
合計   14,802     7,088     7,072    

固定資産合計     41,993 43.9   32,469 43.0   33,324 37.6 

Ⅲ 繰延資産     119 0.1   49 0.0   66 0.1 

資産合計     95,651 100.0   75,551 100.0   88,590 100.0 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   1,999     2,306     2,439    

２．買掛金   1,404     598     961    

３．短期借入金 ※２ 24,640     10,100     20,401    

５．１年以内返済予定
の長期借入金 ※２ 256     256     256    

６．未払法人税等   35     5     70    

７．賞与引当金   447     218     441    

８．返品調整引当金   17     7     22    

９．その他   2,809     1,071     3,771    

流動負債合計     31,609 33.0   14,563 19.3   28,363 32.0 
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前中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

科目 注記
番号 金額（百万円） 構成比 

（％） 金額（百万円） 構成比 
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

Ⅱ 固定負債                    

１．転換社債   7,942     7,942     7,942    

２．長期借入金 ※２ 1,306     6,644     1,772    

４．再評価に係る繰延
税金負債   376     365     365    

３．繰延税金負債   －     496     －    

５．退職給付引当金   12,283     12,032     12,187    

６．役員退職慰労引当
金   656     641     656    

７．その他   53     51     53    

固定負債合計     22,617 23.7   28,173 37.3   22,976 26.0 

負債合計     54,227 56.7   42,736 56.6   51,340 58.0 

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     22,397 23.4   22,397 29.6   22,397 25.2 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   21,530     21,530     21,530    

資本剰余金合計     21,530 22.5   21,530 28.5   21,530 24.3 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．利益準備金   1,957     1,957     1,957    

２．任意積立金   1,687     1,693     1,687    

３．中間（当期）未処
理損失（△）   △6,642     △15,557     △10,665    

利益剰余金合計     △2,997 △3.1   △11,906 △15.8   △7,020 △7.9 

Ⅳ 土地再評価差額金     526 0.6   537 0.7   537 0.6 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金     41 0.0   448 0.6   △16 △0.0 

Ⅵ 自己株式     △73 △0.1   △193 △0.3   △179 △0.2 

資本合計     41,424 43.3   32,814 43.4   37,249 42.0 

負債・資本合計     95,651 100.0   75,551 100.0   88,590 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

   
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

科目 注記
番号 金額（百万円） 百分比 

（％） 金額（百万円） 百分比 
（％） 金額（百万円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高 ※１   13,049 100.0   7,060 100.0   31,703 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,848 37.2   5,030 71.2   10,698 33.7 

売上総利益     8,201 62.8   2,030 28.8   21,005 66.3 

返品調整引当金戻入
額     38 0.3   15 0.2   34 0.1 

差引売上総利益     8,239 63.1   2,045 29.0   21,039 66.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     9,322 71.4   4,342 61.5   18,918 59.7 

営業損失（△）又
は利益     △1,082 △8.3   △2,297 △32.5   2,120 6.7 

Ⅳ 営業外収益 ※２   110 0.8   198 2.8   285 0.9 

Ⅴ 営業外費用 ※３   539 4.1   633 9.0   1,142 3.6 

経常損失（△）又
は利益     △1,510 △11.6   △2,733 △38.7   1,263 4.0 

Ⅵ 特別利益 ※４   21 0.2   10 0.1   27 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※５   213 1.6   140 2.0   1,219 3.9 

税引前中間（当
期）純損失（△）
又は純利益 

    △1,702 △13.0   △2,863 △40.6   71 0.2 

法人税、住民税及び
事業税   40     8     75    

法人税等調整額   △621 △581 △4.4 2,014 2,023 28.6 5,140 5,215 16.4 

中間（当期）純損
失（△）     △1,121 △8.6   △4,886 △69.2   △5,143 △16.2 

前期繰越損失（△）     △5,521     △10,671     △5,521  

中間（当期）未処
理損失（△）     △6,642     △15,557     △10,665  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的債券 

…定額法による償却原価法 

満期保有目的債券 

…同左 

満期保有目的債券 

…同左 

  子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他の有価証券 

  時価のあるもの 

…中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算出しております） 

時価のあるもの 

…同左 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算出しており

ます） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

  (2）デリバティブ 

…時価法 

(2）デリバティブ 

…同左 

(2）デリバティブ 

…同左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  製品・商品 

半製品・仕掛品・原材料 

…総平均法による原価法 

製品・商品 

半製品・仕掛品・原材料 

…同左 

製品・商品 

半製品・仕掛品原材料 

…同左 

  貯蔵品 

…最終仕入原価法 

貯蔵品 

…同左 

貯蔵品 

…同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

…定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（附属設

備を除く）については、定

額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産 

…同左 

(1）有形固定資産 

…定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（附属設

備を除く）については、定

額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

  建物 ６～50年

機械及び装置 ３～15年

  建物 ５～50年

機械及び装置 ３～15年

  (2）無形固定資産 

…定額法 

ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社

内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法

によっております。 

(2）無形固定資産 

…同左 

(2）無形固定資産 

…同左 

  (3）長期前払費用 

…均等償却 

(3）長期前払費用 

…同左 

(3）長期前払費用 

…同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えて、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えて、

支給見込額に基づき計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）返品調整引当金 

中間会計期間末日後の返品損

失に備えて、当中間会計期間

末売掛債権額に対し、直近18

ヶ月における返品率及び当中

間会計期間の売買利益率を乗

じた金額を計上しておりま

す。 

(3）返品調整引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

期末日後の返品損失に備え

て、期末売掛債権額に対し、

直近２期における返品率及び

当期の売買利益率を乗じた金

額を計上しております。 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。な

お、数理計算上の差異は、各

期の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。な

お、数理計算上の差異は、各

期の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しておりま

す。 

従来、数理計算上の差異の処

理年数は13年としておりまし

たが、従業員の平均残存勤務

期間が短縮されたため12年に

変更しております。なお、こ

の変更に伴う売上総利益、経

常利益に与える影響は軽微で

あります。 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務の見込額に基づき計上し

ております。なお、数理計算

上の差異は、各期の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）によ

る定額法により、それぞれ発

生の翌期から費用処理してお

ります。 

従来、数理計算上の差異の処

理年数は13年としておりまし

たが、従業員の平均残存勤務

期間が短縮されたため12年に

変更しております。なお、こ

の変更に伴う売上総利益、経

常利益に与える影響は軽微で

あります。 

  (5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支出に備え

て、内規に基づく必要額を計

上することとしております

が、当中間会計期間は算定期

間に含めず計上しておりませ

ん。 

(5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支出に備え

て、役員退職慰労金規定に基

づく必要額を計上することと

しておりますが、報酬委員会

の決議により、当中間会計期

間は算定期間に含めず計上し

ておりません。 

(5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支出に備え

て、内規に基づく必要額を計

上しておりますが、当事業年

度分は算定期間に含めず計上

しておりません。 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間会計

期間末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は当中間会

計期間の損益として処理しており

ます。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は当期の損益として

処理しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

……繰延ヘッジ処理 

(1）ヘッジ会計の方法 

……繰延ヘッジ処理 

なお、金利スワップの特

例処理の要件を満たして

いる金利スワップについ

ては特例処理を採用して

おります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

……繰延ヘッジ処理 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

……デリバティブ取引（金利

キャップ取引及び金利ス

ワップ取引） 

・ヘッジ手段 

……同左 

・ヘッジ手段 

……同左 

  ・ヘッジ対象 

……キャッシュ・フローが固

定され、その変動が回避

されるもの（変動金利の

借入金） 

・ヘッジ対象 

……同左 

・ヘッジ対象 

……同左 

  (3）ヘッジ方針 

内部規定である「金利ヘッジ

実施管理規定」に基づき、金

利変動リスクをヘッジしてお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性の評価方法 

内部規定である「金利ヘッジ

実施管理規定」に基づき、ヘ

ッジ有効性の評価を行ってお

ります。 

(4）ヘッジ有効性の評価方法 

内部規定である「金利ヘッジ実

施管理規定」に基づき、ヘッジ

有効性の評価を行っておりま

す。ただし、特例処理によって

いる金利スワップについては、

有効性の評価を省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性の評価方法 

内部規定である「金利ヘッジ

実施管理規定」に基づき、ヘ

ッジ有効性の評価を行ってお

ります。 

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺し、未払消費税

等として流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺し、未収還付消

費税として流動資産の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

  ───── ───── (2）自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）が平

成14年４月１日以後に適用さ

れることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基

準によっております。これに

よる当事業年度の損益に与え

る影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正

により、当事業年度における

貸借対照表の資本の部につい

ては、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。 

  (3）繰延資産の処理方法 (3）繰延資産の処理方法 (3）繰延資産の処理方法 

  ・新株発行費 

……商法の規定に基づき３年

間で均等償却しておりま

す。 

・新株発行費 

……同左 

・新株発行費 

……同左 

  ・社債発行費 

……商法の規定に基づき３年

間で均等償却しておりま

す。 

───── ・社債発行費 

……商法の規定に基づき３年

間で均等償却しておりま

す。 

  ・社債発行差金 

……社債償還期間に亘り均等

償却しております。 

───── ・社債発行差金 

……社債償還期間に亘り均等

償却しております。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会
計） 
 当中間会計期間から「自己株式及
び法定準備金の取崩等に関する会計
基準」（企業会計基準第１号）を適
用しております。これによる当中間
会計期間の損益に与える影響はあり
ません。 
 なお、中間財務諸表等規則の改正
により、当中間会計期間末における
中間貸借対照表の資本の部について
は、改正後の中間財務諸表等規則に
より作成しております。 

 ─────   ─────  
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度末 
（平成15年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

42,830百万円 43,355百万円 42,903百万円 

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

建物 986百万円 

機械及び装置 90百万円 

土地 5,479百万円 

その他の 

有形固定資産 
17百万円 

投資有価証券 160百万円 

計 6,735百万円 

上記のうち工場財団設定分 

建物 166百万円 

機械及び装置 90百万円 

土地 1,434百万円 

その他の 

有形固定資産 
15百万円 

計 1,706百万円 

上記提供資産に対する債務 

短期借入金 20,875百万円 

１年以内返済予

定の長期借入金 
256百万円 

長期借入金 584百万円 

計 21,715百万円 

建物 919百万円 

機械及び装置 90百万円 

土地 5,479百万円 

その他の 

有形固定資産 
15百万円 

投資有価証券 105百万円 

計 6,610百万円 

上記のうち工場財団設定分 

建物 153百万円 

機械及び装置 89百万円 

土地 1,434百万円 

その他の 

有形固定資産 
14百万円 

計 1,691百万円 

上記提供資産に対する債務 

短期借入金 9,000百万円 

１年以内返済予

定の長期借入金 
256百万円 

長期借入金 5,328百万円 

計 14,584百万円 

建物 951百万円 

機械及び装置 90百万円 

土地 5,479百万円 

その他の 

有形固定資産 
16百万円 

投資有価証券 49百万円 

計 6,588百万円 

上記のうち工場財団設定分 

建物 159百万円 

機械及び装置 89百万円 

土地 1,434百万円 

その他の 

有形固定資産 
14百万円 

計 1,698百万円 

上記提供資産に対する債務 

短期借入金 19,001百万円 

１年以内返済予

定の長期借入金 
256百万円 

長期借入金 456百万円 

計 19,713百万円 

３ 保証債務 ３ 保証債務 ３ 保証債務 

(1）子会社である北陸メディカルサービ

ス㈱のリース取引に関して74百万円

の保証を行っております。 

(1）子会社である北陸メディカルサービ

ス㈱のリース取引に関して49百万円

の保証を行っております。 

(1）子会社である北陸メディカルサービ

ス㈱のリース取引に関して61百万円

の保証を行っております。 

(2）㈱ジャパン・ティッシュ・エンジニ

アリングの借入金に対する金融機関

の保証に関して、93百万円の再保証

を行っております。 

(2）㈱ジャパン・ティッシュ・エンジニ

アリングの借入金に対する金融機関

の保証に関して、113百万円の再保

証を行っております。 

(2）㈱ジャパン・ティッシュ・エンジニ

アリングの借入金に対する金融機関

の保証に関して、107百万円の再保

証を行っております。 

(3）大成建設㈱のリース物件建設前渡金

に関して913百万円の保証を行って

おります。 

 ────── ──────  
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１ 売上高のうち主要なもの ※１ 売上高のうち主要なもの ※１ 売上高のうち主要なもの 

技術料売上高 1,575百万円 技術料売上高 565百万円 技術料売上高 8,014百万円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 4百万円 

受取配当金 11百万円 

有価証券利息 13百万円 

受取利息 4百万円 

受取配当金 10百万円 

有価証券利息 21百万円 

受取利息 10百万円 

受取配当金 97百万円 

有価証券利息 29百万円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 276百万円 

社債利息 56百万円 

支払利息 263百万円 

社債利息 39百万円 

支払利息 558百万円 

社債利息 96百万円 

※４ 特別利益のうち主要なもの ※４ 特別利益のうち主要なもの ※４ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入額 21百万円 貸倒引当金戻入額 10百万円 貸倒引当金戻入額 27百万円 

※５ 特別損失のうち主要なもの ※５ 特別損失のうち主要なもの ※５ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 213百万円 ソフトウェア除籍損失 140百万円 投資有価証券評価損 845百万円 

業務提携関連費用 374百万円 

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 642百万円 

無形固定資産 347百万円 

有形固定資産 555百万円 

無形固定資産 233百万円 

有形固定資産 1,289百万円 

無形固定資産 658百万円 
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① 有価証券 
前中間会計期間末（平成14年９月30日現在） 

 時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

当中間会計期間末（平成15年９月30日現在） 

 時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

前事業年度末（平成15年３月31日現在） 

 時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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